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内容梗概

ネットワークの高速化技術やクラウド技術などのネットワーク技術の発展に伴い、ネットワーク
上でのアプリケーション・サービスが多くの人に普及している。企業の情報処理やデータ提供といっ
たサービスを API 化し、その API を用いてサービスを連結することで新たな価値を生み出す API

エコノミーが注目されている。API エコノミーでは、サービス提供者とコンシューマーがプラット
フォームに接続し、API を介してサービスの供給と消費が行われる。サービスを「財」と見做せば、
API エコノミーは市場経済（Market Economy）であり、プラットフォームは市場となる。現実の市
場では、プラットフォームによる機能への投資や市場参加者への報酬の調整といったプラットフォー
ム戦略は時間とともに変化する。したがって、ある一定の条件における均衡状態を捉えるのではな
く、時間とともに市場参加者数が変化する市場の振る舞いを捉えることは、現実のプラットフォーム
がとるべき戦略を明らかにするうえで重要である。
本報告では、時間とともに参加者数が変化する市場の振る舞いを捉えることを目的とし、時間発

展型の市場モデルを示す。具体的には、サービス提供者とコンシューマーに加え、サービス提供者に
APIを提供する API提供者が参加しているプラットフォームの時間発展型の市場モデルを示す。そ
の上で、これらの市場モデルを用いて市場参加者の拡大やエコシステム形成において API提供者が
果たす役割を明確化する。モデルを用いた分析の結果、API提供者を含むプラットフォームは、API

提供者が不在のプラットフォームと比較して市場参加者数が 67%増加し、サービス構築コストが 25%

低下することがわかった。さらに、プラットフォームの拡大期には、有料コンシューマーからの収益
の 70%をサービス提供者および API提供者に配分することによって、三者の利益が等しくなる共生
が実現可能であることもわかった。一方で、プラットフォームの成熟期には、競争によってサービ
ス提供者および API提供者の利益が著しく減少し、プラットフォームの利益が増加することも明ら
かとなった。このとき、API提供者を含むプラットフォームでは、プラットフォームの使用料を低
減することによって市場を維持しやすくなり、サービス提供者の利益が 20%程度多くなることもわ
かった。

主な用語

APIエコノミー、エコシステム、プラットフォーム、API提供者
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1 はじめに
ネットワークの高速化技術やクラウド技術などのネットワーク技術の発展に伴い、ネットワーク

上でのアプリケーション・サービスが多くの人に普及している。企業の情報処理やデータ提供といっ
たサービスを API 化し、その API を用いてサービスを連結することで新たな価値を生み出す API

エコノミーが注目されている [1]。API エコノミーでは、サービス提供者とコンシューマーがプラッ
トフォームに接続し、API を介してサービスの供給と消費が行われる。サービスを「財」と見做せ
ば、API エコノミーは市場経済（Market Economy）であり、プラットフォームは市場となる。
市場経済を分析するモデルとして二面市場がある。これは市場の最も基本的な構造をとらえたモ

デルで、プラットフォームを介して 2 つの顧客グループがサービスのやり取りを行うモデルである。
2 つの顧客グループは、間接ネットワーク効果と呼ばれる相互作用によって市場を活性化させる。文
献 [2–4]では、二面市場モデルを用いてデジタルエコシステムの振る舞いを分析する研究がなされて
いる。文献 [2]では、サービス提供者とネットワーク提供者を 2つの顧客グループとし、サービス提
供者とネットワーク提供者間の共依存関係や相互作用、競合関係を捉えることにより、両者に対する
インセンティブへの影響を導いている。文献 [3]では、サービス提供者とコンシューマーを 2つの顧
客グループとし、サービスの差別化と品質競争が発生した場合に各サービス提供者が提供する最適な
サービスの量や品質を明らかにしている。文献 [4] では、サービス提供者とコンシューマーを 2つの
顧客グループとし、プラットフォームが自身の利益を最大化するためのプラットフォーム戦略を明ら
かにしている。文献 [4]の市場モデルは、サービス提供者がプラットフォーム上の機能を利用してア
プリケーションを開発し、そのアプリケーションをコンシューマーが利用するモデルであり、プラッ
トフォームの利益を最大化するための最適な機能数を示している。ただし、間接ネットワーク効果に
よりサービス提供者やコンシューマーの人数が増加する要因が生じていても、プラットフォームの提
供価格の増大によって相殺され、市場規模を縮小してでもプラットフォーム提供者の利益を高めるこ
とが最適戦略となっている [5]。これらの研究では、ある条件下における均衡状態を求めるに留まっ
ており、時間とともに変化する市場の振る舞いをモデル化するものにはなっていない。
市場の振る舞いをモデル化し、一定のプラットフォーム戦略の下での均衡状態を求めることは、市

場の定性的な振る舞いを理解する上では重要となる。実際に、文献 [4] では、プラットフォームの機
能数の増加に対して、サービスの開発コストが緩やかに減少する条件下ではプラットフォームの機
能数を少なくし、急激に減少する条件下ではプラットフォームの機能数を多くすることがプラット
フォーム利益の最大化となる知見が得られている。しかし、現実の市場では、プラットフォームによ
る機能への投資や市場参加者への報酬の調整といったプラットフォーム戦略は時間とともに変化す
る。具体的には、市場の黎明期と安定期では、プラットフォームがとる戦略は異なる。したがって、
ある一定の条件における均衡状態を捉えるのではなく、時間とともに市場参加者数が変化する市場
の振る舞いを捉えることは、現実のプラットフォームがとるべき戦略を明らかにするうえで重要で
ある。
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本報告では、時間とともに参加者数が変化する市場の振る舞いを捉えることを目的とし、時間発展
型の市場モデルを示す。具体的には、有料コンシューマー、サービス提供者が参加している AWS型
プラットフォームと、それらに加えて API提供者が参加している Azure型プラットフォームのそれ
ぞれの時間発展型の市場モデルを示す。これらのプラットフォームはそれぞれ文献 [6,7]でも扱われ
ている。その上で、これらの市場モデルを用いて、それぞれの市場において市場参加者数が拡大す
るパラメータ要件を明らかにする。ここでのパラメータ要件は、単にプラットフォームの利益を最
大化するためのパラメータ領域ではなく、各市場参加者の利益が適切に確保されることで市場に留
まりエコシステムを形成するパラメータ領域である。パラメータ要件を明らかにすることによって、
例えば市場の黎明期と安定期においてプラットフォームを含む各市場参加者が採るべき戦略など、エ
コシステム形成に必要な指針が得られる。
Azure型プラットフォームは、APIエコノミーを対象としており、異なる APIの組み合わせを活

用してイノベーションを促進したり、APIを利用して新製品の Time-to-Valueや Time-to-Marketを
改善することが期待できる [8]。しかし、その一方で、API提供者間の競争が適切に行われずに API

コストが過剰に高まると、サービス提供者はプラットフォームから離脱し市場が縮小することも予
想される。そこで、API提供者が不在のAWS型プラットフォームの振る舞いと対比することによっ
て、市場参加者の拡大やエコシステム形成において API提供者が果たす役割を明確化する。
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図 1: AWS型プラットフォームにおける市場参加者の関係

2 プラットフォームモデル
2.1 AWS型プラットフォーム

有料コンシューマー、サービス提供者が参加しているプラットフォームモデルを図 1に示す。サー
ビス提供者は、プラットフォームが提供するライブラリを利用することにより、開発コストの低減や
スモールスタートを図りつつ、サービスを開発する。有料コンシューマーは、プラットフォーム使
用料をプラットフォームに支払い、サービス提供者が開発した各種サービスを利用する。プラット
フォームは、有料コンシューマーから徴収した使用料から、個々のサービスの利用頻度に応じてサー
ビス提供者に報酬を支払う。プラットフォームの利益は、有料コンシューマーからの使用料とサービ
ス提供者への報酬の差分となる。また、サービス提供者からプラットフォーム使用料を徴収すること
でプラットフォームの利益が加算される。
サービス提供者がサービスを開発し、コンシューマーに提供する典型例として、Amazon Web Service

(AWS) が挙げられる。サービス提供者は、例えば Amazon ECSや AWS Lambdaなど、AWSが提
供するライブラリを利用することによってサービス開発コストを抑制しつつ、自身のサービスに必要
な機能を開発する。サービス提供者はプラットフォームが提供するライブラリのみを利用するため、
多様なサービスをプラットフォーム上で展開するにはライブラリの豊富さが求められる。しかし、ラ
イブラリはプラットフォームのみが提供するため、ライブラリ数の増加とともにライブラリの開発コ
ストが高まる構造となっている。
本報告では、有料コンシューマー、サービス提供者から構成されるプラットフォームをAWS型プ

ラットフォームと呼ぶ。

2.2 Azure型プラットフォーム

図 2に示すように、有料コンシューマー、サービス提供者、API提供者が参加しているプラット
フォームモデルを考える。プラットフォームは、有料コンシューマー、サービス提供者、API提供
者から使用料を徴収する。そうして得た収益の中からサービス提供者とAPI提供者に報酬を与える。
このプラットフォームモデルでは、API提供者が存在することにより利用可能な機能が多くなる。さ
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図 2: Azure型プラットフォームにおける市場参加者の関係

らに、ある API提供者は、補完関係にある他の API提供者が提供する機能を利用することにより、
開発コストの低下を図ることができる。サービス提供者は、プラットフォームが提供するライブラリ
だけでなくAPIも利用することができるため、AWS型プラットフォームと比較してさらに開発コス
トを下げることができる。また、新規に開発した機能を APIとして提供することも可能であり、他
の市場参加者の開発コストの低下に貢献することができる。
以上のことから、多様なサービス開発の容易さは API数に依存しており、API提供者が市場に参

加するほど機能開発やサービス構築のコストが低下する構造となっている。
本報告では、有料コンシューマー、サービス提供者、API提供者から構成されるプラットフォーム

を Azure型プラットフォームと呼ぶ。
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3 APIエコノミーの時間発展型市場モデル
本章では、AWS型プラットフォームと Azure型プラットフォームの時間発展型市場モデルを示

す。なお、AWS型プラットフォームの市場モデルは Azure型プラットフォームの市場モデルにおい
て API提供者数を 0とするものであるため、以降では Azure型プラットフォームの市場モデルを説
明する。

3.1 市場

市場Mには以下の者が参加している。

• プラットフォーム p

• 有料コンシューマー ui: u1, u2, . . .

• サービス提供者 si: s1, s2, . . .

• API提供者 ai: a1, a2, . . .

市場Mは時間発展であり、時刻 tの市場参加者数の状態Mt は、

Mt = {Pt,Ut,St,At} (1)

と表される。各変数は以下で表される。
Pt = {p}, (2)

Ut = {u1, u2, . . . , ui, . . . , uU(t)}, (3)

St = {s1, s2, . . . , si, . . . , sS(t)}, (4)

At = {a1, a2, . . . , ai, . . . , aA(t)} (5)

Ptは時刻 tにおけるプラットフォームの唯一の参加者であり、時刻非依存である。U(t), S(t), A(t)

は、それぞれ対応する者が時刻 tまでに市場Mに参加した人数である。ここでは時刻 t時点で経済
活動を行い参加中である者、経済活動を行わず離脱した者を合わせた人数とする。
時間発展の市場モデルのシミュレーションは以下の手順で行う。

1. 3.2節から 3.5節で述べるパラメータを適切に定める。

2. 初期の市場参加者数を適切に定め、t = 0とする。

M0 = {P0,U0,S0,A0} (6)

3. 決められた手順に従って U(t), S(t), A(t)を求める。

9



4. 3.2節から 3.5節で述べる各種式を適用してMt+1 を計算する。

5. 3.に戻る。

Mt+1 の計算を繰り返し、充分に時間が経過するまでのMt+1 の振る舞いを観察する。
以下 3.2節から 3.5節ではそれぞれの市場参加者の詳細について述べる。

3.2 プラットフォーム

プラットフォーム pの時刻 tでの利益（profit）Up(t)は、

Up(t) = ps · Ŝ(t) + pa · Â(t) + P (t) · (1− αs − αa) (7)

である。Ŝ(t), Â(t)は、それぞれ時刻 t時点で市場 Mに参加するサービス提供者、API提供者の数で
あり 3.4節以降で定義する。ps, paはそれぞれサービス提供者、API提供者のプラットフォーム使用
料である。また、αs, αa はそれぞれサービス提供者、API提供者への支払い費用を定めるパラメー
タである。さらに、プラットフォーム pは、サービスの利用回数・APIの利用回数に応じた費用を
サービス提供者と API提供者に支払うものとし、その原資 P (t)を

P (t) = pc · U(t)− Ip(t) (8)

とする。pc は有料コンシューマーのプラットフォーム使用料である。式に示す通り、費用の原資は
有料コンシューマーのプラットフォーム使用料となっている。本研究では、有料コンシューマーはサ
ブスクリプション型の契約を行うものとし、pcの一部が原資となっていると解釈する。また、プラッ
トフォーム pは時刻 tで設備投資（ライブラリ増強）を行うものとし、その投資額 Ip(t)を

Ip(t) = η(pc · U(t)) (9)

とする。ηは投資割合を定めるパラメータである。投資にともなってプラットフォームが抱えるライ
ブラリ数 F (t)は増大するが、ライブラリ数増加とともに投資コストが増えるものと解釈する。すな
わち、

F (t+ 1) = F (t) + e−γ·F (t)/Ip(t) (10)

とする。ここで γ は投資コスト増大のパラメータである。
ここで登場した変数を表 1に示す。

3.3 有料コンシューマー

有料コンシューマーはアーリーアダプターと（レイト）マジョリティの 2要素で構成される。

U(t+ 1) = Uearly(t) + Umajo(t) (11)
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表 1: 市場モデルに使用する変数（プラットフォーム）
変数 意味
Up(t) プラットフォームの利益
P (t) サービス提供者・API提供者への支払い費用の原資
Ip(t) プラットフォームの設備投資額
F (t) プラットフォームが抱えるライブラリ数
αs サービス提供者への支払い費用を定めるパラメータ
αa API提供者への支払い費用を定めるパラメータ
pc 有料コンシューマーのプラットフォーム使用料
ps サービス提供者のプラットフォーム使用料
pa API提供者のプラットフォーム使用料
η 投資割合を定めるパラメータ
γ 投資コスト増大のパラメータ

それぞれは、アーリーアダプターの最大数 K(t)と、市場Mではない他市場に参加するアーリーア
ダプターの人数 oearly(t)とその変化量に基づいて、以下で与える。

d

dt
Uearly(t) = ζUearly(t)(1.0− Uearly(t)

K(t)
)− δ(t)

d

dt
oearly(t) (12)

d

dt
Umajo(t) = Uearly(t)− δ(t)

d

dt
oearly(t) (13)

ζはアーリーアダプターの増加の振る舞いを定めるパラメータであり、δ(t)は市場Mと他市場が競合
環境にあるか否かを表す 01パラメータである。ζ, δ(t), oearly(t), d

dto
early(t)は事前に与えるとする。

本研究では有料コンシューマーの離脱はないものとしており、ステップが増加するごとに有料コン
シューマーは単調増加し、あるステップで頭打ちになると考える。
ここで登場した変数を表 2に示す。

3.4 API提供者

時刻 tまでに市場 Mに参加した API提供者の集合 At は以下で定義している。

At = {a1, a2, . . . , ai, . . . , aA(t)} (14)

ここでは API提供者 ai の振る舞いを定義する。 ai の利得関数は、

Uai
(t) = αaP (t)

F(ai,St,At,Rt)∑
ak

F(ak,St,At,Rt)
− pa −Ka(F ) (15)

である（後に式（19）に置き換える）。αaはAPI提供者への支払い費用を定めるパラメータである。
また、関数 F(ai,St,At,Rt)は、ai が提供する APIの利用回数を表す関数であり、時刻 tの市場参

11



表 2: 市場モデルに使用する変数（有料コンシューマー）
変数 意味
U(t） 有料コンシューマーの人数
Uearly(t) アーリーアダプターの人数
Umajo(t) マジョリティの人数
ζ アーリーアダプターの増加の振る舞いを定めるパラメータ
oearly(t) 他市場に参加するアーリーアダプターの人数
d
dto

early(t) 他市場に参加するアーリーアダプターの変化量
δ(t) 市場Mと他市場が競合環境にあるか否かを表す 01パラメータ
K(t) アーリーアダプターの最大数

加者とその利用頻度（人気度） Rt に依存して定まる。αaP (t)は時刻 t時点でプラットフォームが
得る収益の一部であり、時刻 tで市場に存在するAPIの総利用回数に対する aiが提供するAPIの利
用回数 F(ai,St,At,Rt)の割合によって aiの収益 (income)が決まる。コスト費用としては、プラッ
トフォーム使用料 pa と APIの開発コストKa(F )がかかる。APIの利用回数は、

F(ai,St,At,Rt) =
1

Â(t)
exp(−0.003I(Ti)) (16)

で与えられる。ここで、Tiは aiと他の API提供者との補完関係、競合関係のリストであり、関数 I

は競合関係を含むリストを引数として受け取り、競合関係の数をカウントする関数である。したがっ
て、競合関係にあるAPIの数 I(Ti)が多いほど exp(−0.003I(Ti))の値が小さくなり、そのAPIの利
用回数が少なくなる。
API提供者 aiは利得関数の正負をもとに市場Mへの参加・離脱を決定する。ここでは利得関数が

負になることを離脱条件とする。参加・離脱を∆i|u≥0の 01変数で表現するものとすると、時刻 t時
点の市場 Mの参加者数 Â(t)は

Â(t) =
∑
k

∆k|u≥0 (17)

となる。
ここで、ある API提供者 ai と他の API提供者との補完関係、競合関係 Ti を、

Ti = [1,−1, . . . , 0, . . . , 1, 0] (18)

と表す。上の例では、ai と a1 は補完関係、a2 とは競合関係、ai（自身）とは無関係 (0)である。
補完関係にあるときは、API提供者の開発コストが安くなると解釈できる。そこで、プラットフォー

ムが提供するライブラリ数 F と、補完関係にある API提供者数 J(Ti)の和が ai の開発コストに作
用するとし、

Uai
(t) = αaP (t)

F(ai,St,At,Rt)∑
ak

F(ak,St,At,Rt)
− pa −Ka(F + J(Ti)) (19)
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表 3: 市場モデルに使用する変数（API提供者）
変数 意味
A(t) API提供者の累計人数
Â(t) 時刻 t時点で市場 Mに参加する API提供者の人数
Uai(t) ai の利得
F(ai,St,At,Rt) APIの利用回数
Ti ある API提供者 ai と他の API提供者との補完・競合関係
I(T ) 競合関係の数
J(T ) 補完関係の数
Ka(F ) APIの開発コスト

とする。ここで、関数 J は補完関係を含むリストを引数として受け取り、補完関係の数をカウント
する関数である。式 (15)は、この式に置き換ることになる。Ka(F )は、プラットフォームが用意す
るライブラリ数が F である時の開発コスト（F に対して単調減少）であり、補完関係にある API提
供者数 J(Ti)が開発コスト減に作用することが表現されている。
ここで登場した変数を表 3に示す。

3.5 サービス提供者

サービス提供者は、API提供者が提供する APIを使いながらサービスを構成してコンシューマー
に提供する。
時刻 tまでに市場 Mに参加したサービス提供者の集合 St は以下で定義している。

St = {s1, s2, . . . , si, . . . , sS(t)} (20)

あるサービス提供者 si と他のサービス提供者の競合関係 Vi を、

Vi = [0,−1, . . . , 0, . . . ,−1, 0] (21)

と表す。上の例では、si と s1 は無関係、s2 とは競合関係、si とは無関係である。
サービス提供者 si のサービス利用回数は、

G(si,St,At,Rt) =
1

Ŝ(t)
exp(−0.012I(Vi)) (22)

で与えられる。APIの利用回数の式と同様に、競合関係にあるサービス提供者の数 I(Vi)が多いほど
exp(−0.012I(Vi))の値が小さくなり、そのサービスの利用回数が少なくなる。
利得関数は、

Usi(t) = αsP (t)
G(si,St,At,Rt)∑
sk

G(sk,St,At,Rt)
− ps − {Ks(F + |Φ(At)|)} (23)
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表 4: 市場モデルに使用する変数（サービス提供者）
変数 意味
S(t) サービス提供者の累計人数
Ŝ(t) 時刻 t時点で市場 Mに参加するサービス提供者の人数
Usi(t) si の利得
G(si,St,At,Rt) サービスの利用回数
Vi あるサービス提供者 si と他のサービス提供者との競合関係
Φ(At) サービス提供者 si が利用する API集合
Ks(F ) サービスの開発コスト

となる。ここで Φ(At)は、API提供者が提供する APIのうちサービス提供者 siが利用する API集
合を表す。
ここで登場した変数を表 4に示す。
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図 3: 有料コンシューマーの人数

4 時間発展型市場モデルを用いた市場ダイナミクスの分析
4.1 分析方法

本報告では、API提供者が存在しないAWS型プラットフォームとAPI提供者が存在するAzure型
プラットフォームを比較することにより、API提供者の存在が市場参加者数や各者の利益に与える影
響を分析する。さらに、プラットフォーム使用料 (ps, pa)や支払い費用を定めるパラメータ (αs, αa)

を変化させた際の市場への影響についても分析する。

4.2 モデル設定

本節では、シミュレーションにおける市場参加者の増加モデルや開発コストモデルについて述べる。

4.2.1 有料コンシューマーの増加モデル

3.3 節で有料コンシューマーのモデルを定義したが、本報告では既存サービスの有料コンシュー
マーの推移をもとにしたモデルを採用する。例えば、Spotifyのサブスクリプション契約者数の推移
や [9, 10]、ニコニコ動画のプレミアム会員数の推移 [11]といったものが考えられる。本報告ではニ
コニコ動画のプレミアム会員数の推移をもとに、有料コンシューマーは約 10年で 150万人程度に到
達し、頭打ちになるモデルとする（図 3）。これにより、分析の際には、有料コンシューマーの増加
が継続する期間と一定数で推移する期間それぞれの市場参加者の振る舞いを観察することができる。

4.2.2 サービス提供者・API提供者の増加モデル

サービス提供者 サービス提供者の増加モデルを以下に示す。

S(t+ 1) = S(t) + sbirth + Ŝ(t) ∗ 0.015 (24)
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ここで、sbirth はシミュレーションの各ステップにおいて確率 0.1で 1となり、それ以外の場合 0と
なる変数である。また、市場に参加しているサービス提供者は、0.015人のサービス提供者を市場に
参加させると考える。

API提供者 API提供者の増加モデルを以下に示す。

A(t+ 1) = A(t) + abirth + Â(t) ∗ 0.01 (25)

ここで、abirthはシミュレーションの各ステップにおいて確率 0.5で 1となり、それ以外の場合 0と
なる変数である。また、市場に参加しているAPI提供者は、0.01人のAPI提供者を市場に参加させ
ると考える。

4.2.3 サービス提供者・API提供者の開発コストモデル

サービス提供者 サービス提供者の開発コストモデルを以下に示す。

Ks(F ) = 25 exp(−0.003F ) + 20 (26)

この式により、ライブラリ数や利用する APIの数が多いほど開発コストが下がることを表現する。
また、サービス提供者は API提供者と比較して、顧客管理やサービスの運用・維持が必要となるの
で、その分コストがかかると考える。

API提供者 API提供者の開発コストモデルを以下に示す。

Ka(F ) = 25 exp(−0.003F ) (27)

この式により、ライブラリ数や補完関係にある APIの数が多いほど開発コストが下がることを表現
する。

4.3 パラメータ設定

初期値が必要となるパラメータの値を表 5にまとめる。プラットフォームのライブラリ数の初期値
F (0)は 3、API提供者数の初期値 A(0)は 4、サービス提供者数の初期値 S(0)は 1としている。

4.4 プラットフォームの事業戦略

プラットフォームは、有料コンシューマーの使用料およびサービス提供者や API提供者の使用料
の設定などが可能であり、様々な事業戦略が考えられる。本節では、市場モデルにおけるパラメータ
のうちプラットフォームが設定可能なものを定め、プラットフォーム戦略として定義する。
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表 5: 各パラメータの初期値（共通）
パラメータ 初期値
F (0) 3

A(0) 4

S(0) 1

表 6: 各パラメータの設定（共通）
パラメータ 値
pc 0.125（有料コンシューマーの使用料、単位：千円）
η 0.1（投資戦略を定めるパラメータ）
γ 10000（ライブラリ数増大のパラメータ）

まずプラットフォームの基本戦略となる基本設定を述べる。基本設定は、表 6および表 7のパラ
メータ値設定である。プラットフォーム使用料などの料金に関わるパラメータの単位は千円 [/week]

を想定している。
基本設定では、プラットフォームは有料コンシューマーから徴収した使用料のうち 35%をサービ

ス提供者と API提供者のそれぞれに支払う。したがって、有料コンシューマーから徴収した使用料
のうち 30%はプラットフォームの利益となる。これは、Google Play Storeや Apple Storeにおける
配分を参考に設定した [12]。このパラメータ設定を基本とし、プラットフォームが選択可能な戦略を
反映した、以下の 3つのプラットフォーム戦略を導入する。

高使用料設定 サービス提供者、API提供者がプラットフォームを使用する際の使用料を高く設定
する。プラットフォームの収入は増加するが、サービス提供者および API提供者の
利益は減少するため市場参加者は少なくなることが想定される。そのうえで、プラッ
トフォームが利己的に価格設定したときに市場がどれほど縮小するかを観察する。

低配分設定 プラットフォームが有料コンシューマーから得た収益のうち、サービス提供者とAPI

提供者に支払う費用の割合を低く設定する。プラットフォームの収入は増加するが、
サービス提供者および API提供者全体の収益は減少するため、早い段階で市場参加
者同士の競争が激化して市場参加者は少なくなることが想定される。そのうえで、プ
ラットフォームが利益を独占したときに市場がどれほど縮小するかを観察する。

高配分設定 プラットフォームが有料コンシューマーから得た収益のうち、サービス提供者とAPI

提供者に支払う費用の割合を高く設定する。プラットフォームの収入は減少するが、
サービス提供者および API提供者全体の収益は増加するため、市場参加者は多くな
ることが想定される。そのうえで、サービス提供者および API提供者がどれだけ利
益を確保することができるかを観察する。
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表 7: プラットフォームの基本設定
パラメータ 値
αs 0.35（サービス提供者への支払い費用を定めるパラメータ）
αa 0.35（API提供者への支払い費用を定めるパラメータ）
pa 1.25（API提供者の使用料、単位：千円）
ps 12.5（サービス提供者の使用料、単位：千円）

表 8: プラットフォーム戦略：高使用料設定
パラメータ 値
αs 0.35（サービス提供者への支払い費用を定めるパラメータ）
αa 0.35（API提供者への支払い費用を定めるパラメータ）
pa 12.5（API提供者の使用料、単位：千円）
ps 125（サービス提供者の使用料、単位：千円）

表 9: プラットフォーム戦略：低配分設定
パラメータ 値
αs 0.10（サービス提供者への支払い費用を定めるパラメータ）
αa 0.10（API提供者への支払い費用を定めるパラメータ）
pa 1.25（API提供者の使用料、単位：千円）
ps 12.5（サービス提供者の使用料、単位：千円）

表 10: プラットフォーム戦略：高配分設定
パラメータ 値
αs 0.50（サービス提供者への支払い費用を定めるパラメータ）
αa 0.50（API提供者への支払い費用を定めるパラメータ）
pa 1.25（API提供者の使用料、単位：千円）
ps 12.5（サービス提供者の使用料、単位：千円）

高使用料設定、低配分設定、高配分設定のパラメータ設定値はそれぞれ表 8, 9, 10としている。な
お、基本設定を含めた 4種のプラットフォーム戦略の共通の設定値は、表 6の通りである。
上述のプラットフォーム戦略において、API提供者が存在しないAWS型プラットフォームの場合

は、Azure型プラットフォームで API提供者に支払っていた費用をプラットフォームが受け取るこ
ととする。例えば基本設定では、プラットフォームは有料コンシューマーから徴収した使用料のうち
35%をサービス提供者に支払う。したがって、有料コンシューマーから徴収した使用料のうち 65%が
プラットフォームの利益となる。
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4.5 分析結果

本節では、4種類のプラットフォーム戦略におけるAzure型プラットフォームの分析結果と、Azure

型プラットフォームと AWS型のプラットフォームの比較結果について述べる。4.5.1項では市場参
加者数を指標として、市場拡大の観点から評価を行う。4.5.2項では各者の利益を指標として、共生
型プラットフォームを形成するパラメータ領域について評価を行う。
また、本報告ではシミュレーションにおける 1ステップを 1週間（以降、weekと表記）とみなし、

1000 weeksまでの振る舞いを観察する。

4.5.1 市場拡大：市場参加者数

本項では市場参加者数を指標として、市場拡大の観点から評価を行う。ここでは市場参加者数を、
市場に参加しているサービス提供者と API提供者の数とする。
まず、Azure型プラットフォームについて比較する。基本設定のプラットフォーム戦略における市

場参加者数の変化を図 4, 5に、4つのプラットフォーム戦略を比較した結果を表 11に示す。高使用料
のプラットフォーム戦略にして使用料を 10倍とした場合、サービス提供者の数は約 75%減少、API

提供者の数は約 90%減少した（図 6, 7）。また、低配分のプラットフォーム戦略にしてサービス提供
者とAPI提供者への支払い費用の割合を約 71%減少させた場合、サービス提供者とAPI提供者の数
はともに約 68%減少した（図 8, 9）。一方で、高配分のプラットフォーム戦略にしてサービス提供者
と API提供者への支払い費用の割合を約 43%増加させた場合、サービス提供者の数は約 37%増加、
API提供者の数は約 39%増加した（図 10, 11）。
高使用料のプラットフォーム戦略では、API提供者と比較してサービス提供者の数の減少率が低

い。これは、API提供者の数に対してサービス提供者の数が少なく、サービス提供者の数が 90%減
少した状態では競争が起こっていないことが考えられる。低配分のプラットフォーム戦略ではサービ
ス提供者と API提供者の数の減少率が同じ程度であることからも、適切に競争が行われるまでは市
場参加者の数は増加していくと考えられる。
3.4節で述べたように、API提供者間には補完・競合関係が存在する。また、市場に参加している

API提供者の数は、増加する期間と頭打ちとなる期間がある。基本設定のプラットフォーム戦略にお
いて、市場に参加している API提供者が増加している 750 weeks時点と、頭打ちとなっている 900

weeks時点での補完・競合関係の数の分布をそれぞれ図 12, 13に示す。750 weeks時点では分布の
形が楕円形になっているのに対し、900 weeks時点では競合関係の数が多い領域が切れている。した
がって、API提供者の数が頭打ちとなっている期間では、API提供者間の補完・競合関係にもとづ
いた淘汰が行われていることがわかった。
次に、AWS型プラットフォームと比較する。基本設定のプラットフォーム戦略におけるサービス

提供者数の変化を図 14に示す。図 5と比較すると、Azure型プラットフォームのほうがサービス提
供者数が約 67%多くなっている。次に配分を変えたときの結果を図 16, 17に示す。図 16は低配分、
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表 11: 基本設定に対する市場参加者数の比較
プラットフォーム戦略 サービス提供者 API提供者
高使用料 約 75%減 約 90%減
低配分 約 68%減 約 68%減
高配分 約 37%増 約 39%増
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図 4: API提供者数の変化（基本設定）
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図 5: サービス提供者数の変化（基本設定,

Azure型プラットフォーム）
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図 6: API提供者数の変化（高使用料）
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図 7: サービス提供者数の変化（高使用料,

Azure型プラットフォーム）

図 17は高配分のプラットフォーム戦略である。図 14, 16, 17を比べると、配分が大きくなるととも
にサービス提供者の数が増加していることがわかる。また、Azure型プラットフォームのプラット
フォーム戦略である図 5, 9, 11と比較すると、Azure型プラットフォームのほうがサービス提供者数
がそれぞれ約 15%、約 70%、約 65%多くなっている。
基本設定のプラットフォーム戦略において、Azure型プラットフォームのほうが市場に参加してい

るサービス提供者の数が多いにもかかわらず、開発コストの総額はAWS型プラットフォームと比較
して低い値となっている（図 18, 19）。Azure型プラットフォームでは、サービス提供者は APIを利
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図 8: API提供者数の変化（低配分）
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図 9: サービス提供者数の変化（低配分, Azure

型プラットフォーム）
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図 10: API提供者数の変化（高配分）
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図 11: サービス提供者数の変化（高配分, Azure

型プラットフォーム）

図 12: 補完・競合関係の数の分布（750weeks） 図 13: 補完・競合関係の数の分布（900weeks）

用することによって開発コストを下げることができる。これにより、Azure型プラットフォームでは
サービス提供者の収入に対する開発コストの割合が減少し、AWS型プラットフォームと比較して多
くの利益を上げることができるので、より多くのサービス提供者が市場に参加することができてい
る。高使用料、低配分、高配分のプラットフォーム戦略についても同様である。
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図 14: サービス提供者数の変化（基本設定, AWS型プラットフォーム）
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図 15: サービス提供者数の変化（高使用料, AWS型プラットフォーム）

高使用料のプラットフォーム戦略におけるサービス提供者数の変化を図 15に示す。図 7と比較す
ると、Azure型プラットフォームのほうがサービス提供者数が約 15%多いが、基本設定、低配分、高
配分のプラットフォーム戦略における増加率と比較すると小さい。このことから、プラットフォーム
の使用料を高く設定すると、API提供者が存在することによる開発コスト減少の効果が小さくなり、
API提供者が存在することによる恩恵を受けにくいことが考えられる。

4.5.2 共生型プラットフォーム：各者の利益

本項では各者の利益を指標として、共生型プラットフォームを形成するパラメータ領域について
評価を行う。また、有料コンシューマーの増加が続いた後である 500 weeks時点と、有料コンシュー
マーの数が頭打ちになった後である 1000 weeks時点の 2つの時点で評価を行う。
まず、500 weeks時点のAzure型プラットフォームとAWS型プラットフォームについて評価する。

500 weeks時点の各者の利益を図 20に示す。Azure型プラットフォームでは、基本設定のプラット
フォーム戦略では利益が 3等分となっており、三者共生が実現されていることがわかる。高使用料や
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図 16: サービス提供者数の変化（低配分, AWS型プラットフォーム）
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図 17: サービス提供者数の変化（高配分, AWS型プラットフォーム）
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図 18: サービス提供者の収支内訳（基本設定,

AWS型プラットフォーム）
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図 19: サービス提供者の収支内訳（基本設定,

Azure型プラットフォーム）

低配分のプラットフォーム戦略では、プラットフォームの利益が大部分を占めていることがわかる。
その一方で、高配分のプラットフォーム戦略では、プラットフォームの利益が確保されていない。
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AWS型プラットフォームと比較した Azure型プラットフォームのサービス提供者の利益は、4つ
のプラットフォーム戦略すべてにおいて増加した。具体的には、基本設定では 3%、高使用料設定で
は 3%、低配分設定では 10%、高配分設定では 2%増加した。これは 4.5.1項でも述べたように、AWS

型プラットフォームよりも Azure型プラットフォームのほうが開発コストが低下するため、AWS型
プラットフォームよりも Azure型プラットフォームのほうがサービス提供者の利益が増加している
と考えられる。
次に、1000 weeks時点の Azure型プラットフォームと AWS型プラットフォームについて評価す

る。1000 weeks時点の各者の利益を図 21に示す。Azure型プラットフォームでは、全てのプラット
フォーム戦略においてプラットフォームの利益が大部分を占めていることがわかる。また、500 weeks

時点では三者共生を実現していた基本設定よりも、高配分のプラットフォーム戦略のほうがサービス
提供者やAPI提供者の利益が高い。したがって、有料コンシューマーの数が頭打ちになる 500 weeks

以降では、市場を維持するためにサービス提供者や API提供者により多くのお金を配分したほうが
良いと考えられる。また、AWS型プラットフォームと比較した Azure型プラットフォームのサービ
ス提供者の利益は、4つのプラットフォーム戦略すべてにおいて増加した。さらに、高使用料のプ
ラットフォーム戦略を除いて、500 weeks時点よりも増加率が高い結果となった。具体的には、基本
設定では 23%、高使用料設定では 1%、低配分設定では 22%、高配分設定では 19%増加した。した
がって、使用料を抑えたプラットフォーム戦略であれば、AWS型プラットフォームよりも Azure型
プラットフォームのほうが市場の成熟期に市場を維持しやすいと考えられる。
以上のことから、有料コンシューマーが増加する市場の拡大期には基本設定のプラットフォーム戦

略により三者共生を実現し、有料コンシューマーの数が頭打ちとなった市場の成熟期には高配分のプ
ラットフォーム戦略として市場を維持することにより、市場参加者全体の利益を高めることができる
と考えられる。
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図 20: 市場参加者の利益の内訳（500 weeks）
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図 21: 市場参加者の利益の内訳（1000 weeks）
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5 おわりに
本報告では、時間とともに参加者数が変化する市場の振る舞いを捉えるために、時間発展型の市場

モデルを示した。そして、プラットフォーム使用料や、プラットフォームからサービス提供者・API

提供者への支払い費用を定めるパラメータを変化させた際の市場への影響を分析した。さらに、API

提供者が存在しないプラットフォームと、API提供者が存在するプラットフォームを比較することに
より、API提供者の存在が市場参加者数や各者の利益に与える影響についても分析した。その結果、
最も三者共生に近いパラメータ領域では、API提供者が存在するプラットフォームは、API提供者が
存在しないプラットフォームに比べて市場参加者数が 67%増加し、サービス構築コストが 25%低下
することがわかった。さらに、有料コンシューマーが増加する期間では、プラットフォームが有料コ
ンシューマーからの収益の 70%をサービス提供者および API提供者に配分することによって、三者
の利益が等しくなる共生が実現可能であることもわかった。一方で、有料コンシューマーからの収益
が一定である期間が継続すると、サービス提供者およびAPI提供者の競争によって、これらの二者の
利益が減少し、プラットフォーム利益が増加することも明らかとなった。このとき、プラットフォー
ムの使用料を抑えた設定であれば、AWS型プラットフォームよりも Azure型プラットフォームのほ
うがサービス提供者の利益が 20%程度多く、市場の成熟期に市場を維持しやすいことがわかった。
本報告の分析では、プラットフォーム戦略を変えつつ Azure型プラットフォームの有効性を明ら

かにした。しかし、実際の市場ではサービス提供者や API提供者、コンシューマーも選択戦略を有
する。特にコンシューマーに関しては、サービス数などの市場の魅力に応じて増加や減少することが
考えられることから、今後は各者の選択戦略を含めた時間発展型の市場モデルを導入し、市場の振る
舞いを明らかにしていく。
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